
２０２６年１０月３０日  

 

各     位  

 

証券会員制法人 札 幌 証 券 取 引 所 

 

 

特別注意銘柄の指定及び警告措置について  

 

 

下記のとおり、特別注意銘柄に指定及び警告措置を実施することとしましたので、お

知らせします。 

 

記 

 

１． 銘  柄  株式会社アドバンスクリエイト 株式 

（コード：８７９８、市場区分：本則市場） 

  

２．特別注意銘柄  ２０２６年１０月３１日（土） 

指 定 日 

 

理 由  上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則に違  

（関連条項）  反し、内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められ

るため 

          （株券上場廃止基準第３条の５第１項第３号） 

 

３．警 告 措 置  ２０２６年１０月３０日（金） 

  公 表 日 

    

理 由  過去５年以内に公表措置を受けている場合において、再度、上場 

（関連条項）  有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則第２章の

規定に違反したと認められるため  

        （企業行動規範に関する規則第１９条第２項） 

 

４． 理 由 の 詳 細   株式会社アドバンスクリエイト（以下「同社」という。）は、

２０２６年８月４日、同社における不適切な会計処理に関する

第三者委員会の調査報告書を開示し、同年８月１４日、過年度

の決算内容の訂正を開示しました。 

これらにより、同社や同社の連結子会社である株式会社保険

市場（以下「保険市場」という。）が営むメディア事業におい

て、売上の前倒計上、実態の伴わない取引、費用の繰延べ及び

資産の過大計上が行われていたことが明らかになりました（以

下「本件不適切会計」という。）。その結果、同社は、２０２

１年９月期から２０２６年９月期第１四半期までの決算短信等

において、上場規則に違反して虚偽と認められる開示を行い、

それに伴う決算内容の訂正（以下「本件訂正」という。）によ



り、以下の状況が判明しました。 

・２０２２年９月期における純資産の額が正から負となるこ

と、また２０２３年９月期及び２０２４年９月期における

純資産の負の額が拡大すること。 

・２０２２年９月期において、営業利益・経常利益の赤字を

黒字に記載していたこと、親会社株主に帰属する当期純損

失が３割以上拡大すること。 

 

こうした開示が行われた背景として、本件では主に以下の点

が認められました。 

•当時の同社取締役及び保険市場の代表取締役主導のもと、

売上高を過大に表示する目的で不適切な会計処理が行わ

れており、更に、当時の同社管理部門担当役員も一部関与

し、保険会社や取引先を巻き込んで、監査証拠の偽造など

の監査法人に対する偽装工作を行っていたことが認めら

れるなど、上場会社として尊重すべき公正な監査の前提を

逸脱する組織的な行為が認められたこと。 

•上記不正の背景として、同社及び保険市場においては、創業

者である代表取締役社長が目指す売上目標の達成に対す

るプレッシャーを感じる状態が常態化し、代表取締役社長

の経験値に基づく「あるべき数値」の達成が最優先される

環境が形成されており、役職員が財務諸表の虚偽表示を生

じさせる行為の実行を厭わない土壌が出来上がっていた

こと。 

•当時の会計監査人からメディア事業に係る不適切な会計処

理の疑義を複数回にわたって指摘されていたにもかかわ

らず、その指摘の内容が取締役会や監査役会、社外役員に

体系的に報告され、議論されている状況が確認できないな

ど、不正の兆候を適切に社内で共有し、対応を図るための

実効性のあるガバナンス体制が構築されていなかったこ

と。 

•当時、経理部門の管理職が短期間で入れ替わるなど、人的・

組織的な脆弱性が認められる中、売上計上時の証憑確認の

不徹底など、本来経理部門が行うべき牽制機能が十分に果

たされておらず、また内部監査部門においても、不適切な

会計処理の発覚に繋がり得る不備を識別していたにもか

かわらず、当該不備の十分な原因調査やフォローアップ、

経営層への報告を行っていなかったことが認められるな

ど、第二線及び第三線による防衛機能が有効に機能してい

なかったこと。 

•２０２５年の過年度決算訂正（注）を行った時点で、少なく

とも本件不適切会計に関与していた一部の役職員等は本

件不適切会計を認識していたにもかかわらず、当該時点ま

でにそれを明かさなかった結果、 ２０２５年の過年度決

算訂正では決算情報の適正化は実現せず、誤った決算情報

の開示が継続される事態となっており、同社の役職員にお



いて、「正しい決算を開示する」という上場会社の役職員

が持つべき規範意識の重大な欠如が認められること。 

 

以上のとおり、本件は、代表取締役社長の過度なプレッ

シャーによって売上目標の達成を最優先とする企業風土を背景

に、当時の経営陣主導のもと不適切な会計処理が行われた結果、

投資者の投資判断に影響を与える虚偽と認められる開示が行わ

れたものです。上記の当該開示が行われた背景は内部管理体制

上の不備を示すものであり、同社の内部管理体制等について改

善の必要性が高いと認められることから、同社株式を特別注意

銘柄に指定することとします。 

なお、同社に対しては２０２５年の過年度決算訂正に起因し

て同年５月２３日付で、当該決算訂正の経緯及び改善措置を記

載した報告書（以下「改善報告書」という。）の提出を求め、

同社からは同年６月２０日付で改善報告書の提出を受け、かつ、

当該改善報告書の提出から６か月を経過した２０２６年１月７

日付で改善状況報告書の提出を受けていますが、これらの報告

書に記載の改善措置では、本件で新たに発覚した不備にかかる

改善措置として不十分と認められるため、別途改善を求めるこ

とが適当であると判断しています。 

また、２０２５年の過年度決算訂正時、本件不適切会計を認

識していた役職員等が存在していたにもかかわらず、当該役職

員等がそれを明かすことはなく、継続して誤った決算を開示し

続けた結果、本件訂正により新たに純資産の額が負となる決算

期が１期発生するなど、投資判断情報として重要性の高い決算

情報について長期間にわたり誤った情報を公表し続けていまし

た。同社における以上の状況は、適時開示に関する上場規則に

違反するものであり、かつ、公表を要するものと認められ、同

社に対しては２０２５年５月２３日付で公表措置を実施してい

ることから、警告措置を行うことにしました。 

 

（注）同社が２０２５年２月２８日付で実施した、保険代理店

事業における代理店手数料に係る売上等に関する過年度決算訂

正（２０２０年９月期～２０２４年９月期第３四半期） 

 

以 上  


